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目的　困難を有する子ども・若者を支援する民間団体（以下，法人）では，支援者ミーティングが
実施されず支援記録をつけない状況がある。本研究では，貧困世帯の子ども・若者支援に注力
する法人を対象とする調査データを用いて，支援者ミーティングと支援記録と関係機関との協
力・連携や教育訓練における活用との関連を明らかにすることを目的とした。

方法　「困難を有する子ども・若者の支援者調査，2011」（内閣府子ども若者・子育て施策総合推進
室）から「ひきこもり」「発達障がい」等の支援を行う法人が回答したＡ調査票（447法人）を
使用した。このうち貧困世帯の子ども・若者支援に注力する法人（122法人）の支援者ミー
ティングと支援記録の実施状況の二次分析でχ2検定あるいはFisher’s exact testを行った。

結果　貧困を経験した子ども・若者支援を行う法人の支援者ミーティングと支援記録の実施状況と
協力・連携する機関や支援環境の整備，支援者の教育訓練の機会との関連が捉えられた。医療
機関や特別支援学校，高等学校との協力・連携で，支援者ミーティングや支援記録が活用され
ている。地域活動へ参加する法人は，支援者ミーティングを支援者全員での実施が多く，ネッ
トワークの構築をする法人はすべての対象者の支援記録をつける割合が多い。また教育訓練の
機会について公的機関の研修・講演会への派遣を行う法人は，支援者ミーティングを全職員で
行い，支援記録をすべての支援対象者につける割合が多いことがわかった。

結論　支援者ミーティングと支援記録は，貧困を経験した子ども・若者の支援をする法人が医療・
福祉・教育機関と情報を共有し協力・連携するために，その活用について検討する必要がある。
支援者ミーティングでは多様なメンバーを受け入れて，多様な地域の資源とつながることで，
結果として子どもの社会に参画する力を育てることになる。また支援記録は支援の経緯を可視
化して，多様な機関とのネットワークを構築するという点から，子ども・若者支援への介入に
向けた活用方法を考える必要がある。支援者が公的機関の研修・講演会に参加して，子どもの
多様なニーズに対応する知識とスキル，実践力を高め，様々な視点から実践の評価を可能にす
るために支援者ミーティングと支援記録が活用されると考えられた。

キーワード　子どもの貧困，ミーティング，支援記録，ネットワーク，情報共有

Ⅰ　緒　　　言

　子ども期の貧困によるその後のライフチャン
スへの影響について問題提起1）されている。私
達は様々な困難を抱える子ども・若者の問題に

対して，どのように支援するのかが問われてい
る。ニートやひきこもり等，社会生活を円滑に
営む上での困難を有する子ども・若者に支援活
動を行う民間支援団体の職員を対象とする調
査2）によると，支援者ミーティングが十分行わ
れていない状況や支援記録をつけていない状況
が確認されている。このような状況は，困難を
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有する子ども・若者に対する電話やメール等，
援助関係における多様な関わり方として解釈2）

されている。しかし，支援者ミーティングや支
援記録は，支援者が状況を把握して，共通の目
的を認識し支援方法を明確にするために，また
日々の支援を振り返り実践知を得るなど，支援
の妥当性を検討する上で欠くことができない。
　本研究では，貧困世帯の子ども・若者への支
援に注力する民間支援団体（以下，法人）を取
り上げ，貧困を経験した子ども・若者の支援に
おいて，支援者ミーティングと支援記録を他機
関との協力・連携や環境整備，教育訓練でどう
活用するのかを明らかにすることを目的とした。
　社会福祉およびソーシャルワークの領域で
ネットワークとは人間関係のつながりを表し，
対等な関係を通して情報や感情の交流や援助専
門職間の連携という意味3）で用いられる。相互
作用性，資源交換性，成員の多様性，成員の主
体性と対等性を豊富に持ち4），最初は不確定な
ネットワーク関係であったものが，経験を積み，
そこにおいて成功例を重ね，組織と組織の関係
を整備し，それを包括する連携の充実した制
度・組織を志向するもの5）とされる。
　本研究におけるネットワークとは，子ども支
援に関わる専門職と支援者および関係者を包含
する多職種による多様なメンバーが，子どもの
ニーズを充足するために，意思疎通を図り，情
報と課題を共有して支援の方法を確認し，それ
ぞれの役割を果たしつつ協働体験を積み重ねて
いく，相互発展的なつながりと定義する。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　困難を有する子ども・若者の支援者調査
について

　本研究は，内閣府子ども若者・子育て施策総
合推進室の「困難を有する子ども・若者の支援
者調査，2011」のＡ調査票のデータを用いて 2
次分析を行った。この調査は，平成23年 8 月 1
日現在，「全国特定非営利活動法人情報の検
索」6）に登録され，社会生活を円滑に営む上で
困難を有する子ども・若者を支援する全国の特

定非営利活動法人および法人で支援に従事する
職員を対象として，支援内容や抱える課題，支
援者側から見た子ども・若者像を把握し，必要
な支援の在り方を検討する上での基礎資料とす
ることを目的に実施された。Ａ調査票は「ひき
こもり」「不登校」「高校中退」「若年無業者」
「ニート」「フリーター」「発達障がい」に対す
る支援を行う特定非営利活動法人を対象に2011
年10月 3 日～11月10日に実施された。Ａ調査票
の調査対象数は714法人，有効回答数447法人，
有効回答率62.6％だった。

（ 2）　分析対象と分析項目
　「困難を有する子ども・若者の支援者調査，
2011」の対象とする447法人のうち，本論文で
はこの調査で「法人として特に注力しているも
の（貧困世帯の子ども）」を選択した法人122を
貧困世帯の子ども・若者支援に注力する法人と
して分析対象とした。
　分析項目は，Ａ調査票の「支援者ミーティン
グの実施状況」と「支援記録をつけているか」
「協力・連携している機関」「支援環境整備」
「法人外での教育訓練機会」についてである。

（ 3）　分析方法
　 2 次分析にあたり，東京大学社会科学研究所
附属社会調査・データアーカイブ研究センター
から「困難を有する子ども・若者の支援者調査，
2011」の個票データの提供を受けた。データ利
用に際しては，東京大学社会科学研究所附属社
会調査・データアーカイブ研究センターに利用
申請を提出し，2019年 2 月22日に承認を受け，
当センターが定めた個人情報保護方針を遵守す
るとともに，データの利用に関する誓約事項に
則り 2 次分析を行った。
　統計分析は，IBM SPSS Statistics 25を用い
てχ2検定あるいはFisher’s exact testによる支
援者ミーティングと支援記録の実施状況による
比較を行った。なお無回答の項目は欠損値とし
て分析から除外した。
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Ⅲ　結　　　果

（ 1）　支援者ミーティングと支援記録の実施状況
　支援者ミーティングと支援記録の実施状況に
ついて表 1に示した。支援者ミーティングにつ
いて，「支援に従事する職員全員で実施してい
る（以下，職員全員で実施）」は，支援記録を
「すべての対象者についてつけている（以下，
全支援対象者につける）」が38件（59.4％）で
ある。「当該支援対象者の担当職員のみで実
施している（以下，担当職員のみ実施）」で
「全支援対象者につける」は17件（56.7％）
だった。支援者ミーティングを
「統括する立場にある支援者のみ
で実施している（以下，統括職員
のみ実施）」では支援記録を「つ
けていない」が 5 件（41.7％），
「実施していない」では「つけて
いない」が10件（83.3％）だった。
このように支援者ミーティングと
支援記録の実施状況には偏りが示
された（表 1）。

（ 2）　協力・連携している機関と
支援者ミーティングと支援記
録の実施状況

　法人が協力・連携している機関
の有無別にみた支援者ミーティン
グと支援記録の実施状況を表 2と
表 3に示した。「医療機関」との
協力・連携と支援者ミーティング
の実施状況は有意に関連し（ p ＜
0.001），協力・連携有りの法人は
支援者ミーティングを「職員全員で実施」が54
件（65.9％）と多い。また「特別支援学校」と
の協力・連携と有意に関連し（ p ＜0.01），協
力・連携有りは「職員全員で実施」が27件
（65.9％）と多かった。一方「小・中学校」や
「高等学校」との協力・連携の有無と有意な関
連はなかった（表 2）。
　「医療機関」との協力・連携と支援記録の実

施状況は有意に関連し（ p ＜0.001），協力・連
携有りの法人は支援記録を「全支援対象者につ
ける」が49件（59.8％）と多い。「特別支援
学校」との協力・連携と有意に関連し，協力・
連携有りは「全支援対象者につける」が31件
（75.6％）と多かった。「小・中学校」との協
力・連携とは有意な関連はないが，「高等学
校」との協力・連携と有意に関連し（ p ＜0.05），

表 1　支援者ミーティングと支援記録の実施状況
（単位　件，（　）内％）

支援記録の実施状況

合計
すべての支
援対象者に
ついてつけ

ている

困難の度合
いが高い支
援対象者に
ついてはつ
けている

つけて
いない

支援者ミーティングの実施状況
合計 118

（100）
58

（49.2）
28

（23.7）
32

（27.1）
支援に従事する職員全員
で実施している

64
（100）

38
（59.4）

13
（20.3）

13
（20.3）

当該支援対象者の担当職
員のみで実施している

30
（100）

17
（56.7）

9
（30.0）

4
（13.3）

統括する立場にある職員
のみで実施している

12
（100）

2
（16.7）

5
（41.7）

5
（41.7）

実施していない 12
（100）

1
（ 8.3）

1
（ 8.3）

10
（83.3）

注　欠損値は除いて集計した

表 2　協力・連携している機関の有無別にみた支援者ミーティングの実施状況
（単位　件，（　）内％）

支援者ミーティングの実施状況

p 値
合計

支援に従
事する職
員全員で
実施して

いる

当該支援
対象者の
担当職員
のみで実
施してい

る

統括する
立場にあ
る職員の
みで実施
している

実施して
いない

法人が協力・連携している
　合計 119

（100）
64

（53.8）
31

（26.1）
12

（10.1）
12

（10.1）
医療機関ａ

　無し 37
（100）

10
（27.0）

9
（24.3）

7
（18.9）

11
（29.7） 0.001＊＊＊

　有り 82
（100）

54
（65.9）

22
（26.8）

5
（ 6.1）

1
（ 1.2）

特別支援学校ａ

　無し 78
（100）

37
（47.4）

19
（24.4）

10
（12.8）

12
（15.4） 0.01 ＊＊

　有り 41
（100）

27
（65.9）

12
（29.3）

2
（ 4.9）

0
（ 0.0）

小・中学校
　無し 61

（100）
28

（45.9）
16

（26.2）
7

（11.5）
10

（16.4） 0.085
　有り 58

（100）
36

（62.1）
15

（25.9）
5

（ 8.6）
2

（ 3.4）
高等学校
　無し 67

（100）
32

（47.8）
20

（29.9）
5

（ 7.5）
10

（14.9） 0.09
　有り 52

（100）
32

（61.5）
11

（21.2）
7

（13.5）
2

（ 3.8）
注　1）　項目にａと示したものはFisher’s exact test 無印はχ2検定を用いた
　　2）　＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001
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協力・連携有りは「全支援対象者につける」が
32件（62.7％）と多かった（表 3）。

（ 3）　支援環境の整備と支援者ミーティングと
支援記録の実施状況

　支援環境の整備について，ネットワークの構
築と地域活動への参加の有無と，支援者ミー

ティングおよび支援記録の実施状況との
関連を表 4と表 5に示した。「ネット
ワークの構築」と「支援者ミーティング
の実施状況」で有意な関連はなかった。
しかし「地域活動への参加」の有無と
「支援者ミーティングの実施状況」とは
有意に関連して（ p ＜0.01），「地域活動
への参加」有りとした法人は支援者ミー
テ ィ ン グ を「 職 員 全 員 で 実 施 」55件
（63.2％）が「担当職員のみ実施」「統
括職員のみ実施」「実施していない」と
比して有意に多かった（表 4）。
　「地域活動への参加」と「支援記録の
実施状況」については有意ではなかっ
たが，「ネットワークの構築」と「支援
記録の実施状況」は有意だった（ p ＜
0.001）。「ネットワークの構築」有りの
法人は「困難の度合いが高い支援対象者
についてはつけている」や「つけていな
い」と比して，「全支援対象者につけ
る」が50件（56.2％）と有意に多かった

表 3　協力・連携している機関の有無別にみた支援記録の実施状況
（単位　件，（　）内％）

支援記録の実施状況

p 値
合計

すべての
支援対象
者につい
てつけて

いる

困難の度
合いが高
い支援対
象者につ
いてはつ
けている

つけて
いない

法人が協力・連携している
　合計 119

（100）
58

（48.7）
29

（24.4）
32

（26.9）
医療機関
　無し 37

（100）
9

（24.3）
11

（29.7）
17

（45.9） 0.001＊＊＊
　有り 82

（100）
49

（59.8）
18

（22.0）
15

（18.3）
特別支援学校
　無し 78

（100）
27

（34.6）
24

（30.8）
27

（34.6） 0.001＊＊＊
　有り 41

（100）
31

（75.6）
5

（12.2）
5

（12.2）
小・中学校
　無し 61

（100）
25

（41.0）
16

（26.2）
20

（32.8） 0.188
　有り 58

（100）
33

（56.9）
13

（22.4）
12

（20.7）
高等学校
　無し 68

（100）
26

（38.2）
20

（29.4）
22

（32.4） 0.03 ＊
　有り 51

（100）
32

（62.7）
9

（17.6）
10

（19.6）
注　χ2検定，＊ｐ＜0.05，＊＊＊ｐ＜0.001

表 4　�支援環境の整備の有無別にみた支援者ミーティングの実施
状況

（単位　件，（　）内％）

支援者ミーティングの実施状況

p 値
合計

支援に従
事する職
員全員で
実施して

いる

当該支援
対象者の
担当職員
のみで実
施してい

る

統括する
立場にあ
る職員の
みで実施
している

実施して
いない

法人の支援
環境の整備
　合計 119

（100）
64

（53.8）
31

（26.1）
12

（10.1）
12

（10.1）
ネットワー
クの構築ａ

　無し 31
（100）

13
（41.9）

8
（25.8）

4
（12.9）

6
（19.4） 0.172

　有り 88
（100）

51
（58.0）

23
（26.1）

8
（ 9.1）

6
（ 6.8）

地域活動へ
の参加ａ

　無し 32
（100）

9
（28.1）

13
（40.6）

4
（12.5）

6
（18.8） 0.004＊＊

　有り 87
（100）

55
（63.2）

18
（20.7）

8
（ 9.2）

6
（ 6.9）

注　項目にａと示したものはFisher’s exact test，＊＊ｐ＜0.01

表 5　支援環境の整備の有無別にみた支援記録の実施状況
（単位　件，（　）内％）

支援記録の実施状況

p 値
合計

すべての
支援対象
者につい
てつけて

いる

困難の度
合いが高
い支援対
象者につ
いてはつ
けている

つけて
いない

法人の支援
環境の整備
　合計 119

（100）
58

（48.7）
29

（24.4）
32

（26.9）
ネットワー
クの構築
　無し 30

（100）
8

（26.7）
5

（16.7）
17

（56.7） 0.001＊＊＊
　有り 89

（100）
50

（56.2）
24

（27.0）
15

（16.9）
地域活動へ
の参加
　無し 32

（100）
16

（50.0）
8

（25.0）
8

（25.0） 0.964
　有り 87

（100）
42

（48.3）
21

（24.1）
24

（27.6）
注　χ2検定，＊＊＊ｐ＜0.001
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（表 5）。

（ 4）　教育訓練の機会と支援者ミー
ティングと支援記録の実施状況

　法人外での教育訓練の機会につい
て，支援者ミーティングおよび支援
記録の実施状況との関連を表 6と表
7に示した。教育訓練の機会として
「他の支援団体での実地体験」や
「公的機関以外が行う研修・講演会
への派遣」と支援者ミーティングの
実施状況は有意ではなかった。しか
し「公的機関が行う研修・講演会へ
の派遣」とは有意な関連があった
（ p ＜0.05）。「公的機関が行う研
修・講演会への派遣」有りの法人
は「統括職員のみ実施」や「担当職
員のみ実施」「実施していない」と
比して「職員全員で実施」が39件
（72.2％）と多かった（表 6）。
　「支援記録の実施状況」と法人外
での「他の支援団体での実地体験」や
「公的機関以外が行う研修・講演会への
派遣」との有意な関連はなかった。しか
し「公的機関が行う研修・講演会への派
遣」については有意だった（ p ＜0.01）。
「公的機関が行う研修・講演会への派
遣」有りとした法人は支援記録を「つけ
ていない」や「困難の度合いが高い支援
対象者についてはつけている」と比して
「 全 支 援 対 象 者 に つ け る 」 が39件
（72.2％）と多かった（表 7）。

Ⅳ　考　　　察

　貧困を経験した子ども・若者支援を行
う法人における，他機関との協力・連携
や支援環境の整備および教育訓練での支
援者ミーティングと支援記録の活用が明
らかになった。
　子ども・若者支援を行う法人は，医療
機関や特別支援学校および高等学校との

表 6　教育訓練の機会の有無別にみた支援者ミーティングの実施状況
（単位　件，（　）内％）

支援者ミーティングの実施状況

p 値
合計

支援に従
事する職
員全員で
実施して

いる

当該支援
対象者の
担当職員
のみで実
施してい

る

統括する
立場にあ
る職員の
みで実施
している

実施して
いない

法人外での教育訓練の機会
　合計 83

（100）
53

（63.9）
21

（25.3）
6

（ 7.2）
3

（ 3.6）
他の支援団体での
実地体験ａ

　無し 56
（100）

39
（69.6）

12
（21.4）

4
（ 7.1）

1
（ 1.8） 0.263

　有り 27
（100）

14
（51.9）

9
（33.3）

2
（ 7.4）

2
（ 7.4）

公的機関が行う研修・
講演会への派遣ａ

　無し 29
（100）

14
（48.3）

9
（31.0）

3
（10.3）

3
（10.3） 0.035＊

　有り 54
（100）

39
（72.2）

12
（22.2）

3
（ 5.6）

0
（ 0.0）

公的機関以外が行う研
修・講演会への派遣ａ

　無し 26
（100）

13
（50.0）

10
（38.5）

1
（ 3.8）

2
（ 7.7） 0.098

　有り 57
（100）

40
（70.2）

11
（19.3）

5
（ 8.8）

1
（ 1.8）

注　1）　欠損値は除いて集計した
　　2）　項目にａと示したものはFisher’s exact test，＊ｐ＜0.05

表 7　教育訓練の機会の有無別にみた支援記録の実施状況
（単位　件，（　）内％）

支援記録の実施状況

p 値
合計

すべての
支援対象
者につい
てつけて

いる

困難の度
合いが高
い支援対
象者につ
いてはつ
けている

つけて
いない

法人外での教育訓練の機会
　合計 84

（100）
51

（60.7）
23

（27.4）
10

（11.9）
他の支援団体
での実地体験
　無し 57

（100）
31

（54.4）
19

（33.3）
7

（12.3） 0.194
　有り 27

（100）
20

（74.1）
4

（14.8）
3

（11.1）
公的機関が行う研修・
講演会への派遣
　無し 30

（100）
12

（40.0）
14

（46.7）
4

（13.3） 0.008＊＊
　有り 54

（100）
39

（72.2）
9

（16.7）
6

（11.1）
公的機関以外が行う研
修・講演会への派遣
　無し 27

（100）
13

（48.1）
10

（37.0）
4

（14.8） 0.282
　有り 57

（100）
38

（66.7）
13

（22.8）
6

（10.5）
注　1）　欠損値は除いて集計した
　　2）　χ2検定，＊＊ｐ＜0.01



―　 ―6

第67巻第15号「厚生の指標」2020年12月

協力・連携に際して，支援記録と支援者ミー
ティングから多職種の支援者間で意思疎通を図
り，情報を共有し支援の可視化を図る必要があ
ることがわかった。対外的に法人と医療機関や
特別支援学校，高等学校との協力・連携では，
支援者ミーティングや支援記録を活用した子ど
もの情報のやり取りがあると考えられる。
　また支援環境の整備について，支援者ミー
ティングは地域活動への参加と関連することが
明らかである。支援者が多様なメンバーを受け
入れていくことで地域の多様な資源とつながる
可能性が考えられる。結果として子どもの社会
に参画する力を育てることになるのではないだ
ろうか。さらに支援記録は，ネットワークの構
築と関連がある。支援記録は支援のプロセスや
方向性を可視化して検討することを助ける。現
在は子ども・若者の抱える多様なニーズに対し
て個に応じた切れ目のない支援を提供すること
が求められる。支援記録の活用により，多様な
専門機関と専門職がネットワークを構築して，
子ども・若者支援に介入できる可能性を高める
方略を検討する必要があろう。
　支援者の教育訓練の機会については，公的機
関の研修・講演会への派遣と支援者ミーティン
グと支援記録の実施との関連が示された。研修
や講演会では支援者同士の情報共有と，多様な
視点から日ごろの支援を振り返る機会を提供す

る。研修や講演会への参加によって支援の知識
やスキル，実践力のレベルアップを図り，実践
を評価する上で，支援者ミーティングや支援記
録の活用が示されたと考える。
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